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　AI・量子・核融合などの技術革新が進む中、日本は少子

高齢化と資金・人材の制約を抱えつつも、製造力と研究

開発力を活かして生き残る道を模索すべきである。技術

俯瞰に基づいた柔軟な戦略、独自の LLM 構築、エネルギー

問題への対応、高度情報人材の活用により、日本発のイ

ノベーション創出と国際競争力の回復が期待される。

1.1　目的
　AI は生活、産業、社会に実装され環境化する。量子

コンピューターや核融合の実用化に大きな期待が寄せ

られる中、生産人口の割合が下がり続けている日本は、

ヒューマノイドの役割も大きい。AI の適合が米国に比

べて遅れをとっている日本が生き残るためには、日本の

ものつくり力を生かしつつも、ビジネスや生活の行動様

式の中に、自然に新しい技術を取り込み、イノベーショ

ンを起こしてゆくことが必要となる。

本節では、AI の進化過程において、日本がとるべき

戦略の一案を技術の俯瞰解析を通じて、論考することを

目的としている。

1.2　背景
　米国を中心とする AI トップ企業に対して資金的にも

人材的にも圧倒されている日本企業は AI の進化の盲点

を突く戦略を構築することが望ましい。生産年齢人口が

減少し、高齢化が進行している日本であるが、日本の研

究開発者の平均年齢は約 40 歳であり、米国の 47 歳

よりも若い。また、日本の研究開発者数は中国、米国に

ついで世界第 3 位の規模である。このため日本からイ

ノベーションを起こす人的基盤は決して世界に劣後して

はいない。不足しているのは研究開発資金の適切な配分

を行う目利き力と、研究開発プロセスの改善だろう。AI

を用いた業務プロセスの改善、研究開発プロセスの効率

化は、単なる従来の置き換えではなく革新的であること

が望ましい。しかし、AI の進化に伴う、エネルギー需

要の増大、量子コンピューターなどの革新的技術の実用

化が進むと、急速な産業、社会変革が予想され、企業に

は否応なく既存のビジネス基盤の変革が求められる。環

境・エネルギーに対する制約条件と AI、量子、核融合、

脳科学などの先進的な注目技術分野の進展の組み合わせ

による複数のシナリオに対して、企業・組織はデータを

もとに、俯瞰的客観的に長期的な策を講じておかなけれ

ばならない。

　世界的にみても日本企業は基礎研究や精度を高める改

善をベースとしたものつくりに特徴がある。これらを技

術の進展とともに産業基盤化し、さらには、社会基盤ま

で進化させ、後世に引き継いでいく長期のとりくみが、

日本の国力を高め、維持する上で必要であろう ( 図 1)。
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 1.3　将来の技術革新と社会変革
　AI は機械学習から生成 AI、そして量子コンピューター

を使った最適化問題解決、汎用 AI へと向かう。チップ技

術は CPU、GPU、QPU、そしてニューロチップへと進

化する。扱われるデータは、これまでのインターネット上

のパブリックな情報から、サイエンスデータ、そしてパー

ソナライズされた人間そのものの情報（特に脳の中や筋

繊維の情報が EEG：Electroencephalogram や EMG：

Electromyography を使ってデータとして活用される）

へと変化する。人と人のコミュニケーションも、文章やデ

バイスを介さずに、EEG から直接相手に伝わる時代も遠

くないかもしれない。ヒューマノイドやロボティクスは今

後非常に伸びる産業であり、自動車分野もロボティクスの

一カテゴリーに組み込まれる可能性があり、自動運転車が

充電装置として機能するロボットと位置づけられるかもし

れない。ヒューマノイドは人間が物理的に入りづらい環境

や人間に代わって活動し、パーソナライズされた世界では

自分の分身をたくさん作れるようになる。2050 年を目

標とするカーボンニュートラルや内閣府のムーンショット

計画にもあるように、今後 25 年間で大きな技術変革と社

会構造の変動が予見される。これらのエキサイティングな

開発が今後 25 年以内に実用化される見込みだが、何が先

に実用化されるかによってその他の開発に影響を与えるた

め、予測が難しい。技術革新の速さとその社会的影響に対

応するため、長期プランの柔軟な見直しが必要となる。す

べてのシナリオを作成するために、各分野の情報を俯瞰し、

あり得るシナリオをすべて書き出す必要がある。開発の動

向を一定期間ごとに観察し、長期プランの骨子は堅持しつ

つ、開発の動向によって進むべき道は常に変わり得ること

を踏まえ、経営者やリーダーは俯瞰地図を眺めながら企業

運営を営む必要がある。

　IT 技術の進展とともに私たちの暮らしは豊かに便利

になるとともに、数年前まで、不可能と思われていたよ

うなことが、実用化される時代になり、驚きの感覚が麻

痺してきていることは多くの人が実感しているはずだ。

サンフランシスコでは、いまやタクシーが Waymo の

自動運転に完全に置き換わりつつあり、営業範囲を南の

サンノゼ方面まで拡大している。SNS では、本物と見

紛う AI が生成した動画が溢れ、真実が虚実に席捲され

る危険を孕んでいる。また、親指サイズ程度の AI ボイ

スレコーダーは連続 20 時間以上の会議の様子を録音

し、打ち合わせ後に会議室から出口にゆく程度の短い時

間で、参加者別の議事録とサマリーを作成し、会議の内

容について、AI がアドバイスまでしてくれる。たとえば、

この会議では結論が出ていないので、次のアクションリ

AI の進展2

図 1　主要技術の進化とビジネス基盤の変革
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ストを行うべきですとサマリーの下に目立たないグレー

フォントで添え書きとして付け加えられている。これら

の革新とも思えるサービスは、思考をあまり必要としな

い、単調な作業を AI が担い、私たちにより多くの考え

る時間を与えてくれているはずだ。しかし、人類は楽す

るために汗を流し、楽になると、人間本来の機能を退化

させてきた。AI の進化は、2040 年までにはコンピュー

ターサイエンスと脳科学が融合し、汎用人工知能 AGI

へと向かっている。その時、機械にはできない人類にし

かできないこととして何が残されているのだろうか ?　

それはやはり思考であり、人間は考える葦でありつづけ

るべきであろう。

　AI の進化条件として、エネルギー問題がある。生成

AI には膨大なエネルギーが必要であり、多くの企業が

データセンターの構築をビジネスの商機としてとらえて

検討し、すでに着手している。現在、インターネット上

には約 50 ゼタバイトの情報が流れており、機械が生

み出すデータが加わることで情報量はますます増大する

と考えられる。再生可能エネルギーを使ったデータセン

ターや原子力発電所をそのまま傘下に納めたデータセン

ターといった大胆なアイデアも出ているが、特に人工光

合成といったバイオテックを活用した効率的なエネル

ギー変換、もしくは核融合には特段の期待がなされてい

る。核融合は SF 的な話であり 2050 年までの実用化

はできないと考える人は多いが、すでに実験段階におい

て、入力したエネルギー量に対して出力が上回る結果が

得られはじめており、AI の進化の過程で超高温に耐え

る高度な材料開発がより普及すると、核融合の実用化時

期が早まる可能性もある。

　現在の効率性や使い方で推計されたデータセンターの

必要規模は、技術革新やデータ扱い方の変化により、そ

こまで大きくならない可能性もあるが、エネルギーが大

きく必要になること自体は変わらないため、効率的なエ

ネルギー利用が急務である。技術革新により必要エネル

ギー量が変動する中で、再生可能エネルギーや新エネル

ギー技術を活用したデータセンターの設計と構築が AI

の進化の条件となる。

	

　2027 年頃には小さい QPU（量子処理ユニット）を

使ったビジネスサービスが展開される見込みで、中国企

業を中心に金融分野で行われる可能性があり、特許情報

からもその兆しが見られる ( 図 3)。最初の段階では大

規模な量子コンピューターは使われず、これまで培って

きた CPU、GPU、AI と QPU が組み合わさったもの

となる。QPU がなくても解決できる問題も、QPU を

組み合わせることで、より大きな問題をより早く解くこ

とが可能になる。また、ハードウェアでは複数の代替手

法が存在するが、最初にビジネスに参入した手法が標準

化を握る可能性が高い。東芝を中心とした Q-STAR や

産総研主導の G-QuAT といったコンソーシアムが連携

図 2　IT 技術の進展と一般化する価値

量子メカニズムの社会実装3
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し、日本の技術革新に挑んでいる ( 図 4)。しかし、量

子コンピューター実用化までの技術的障壁と国際競争

への対応が課題である。日本企業は単体では NVIDIA、

Google、IBM といった大手には投資金額でかなわない

ため、コンソーシアムを組むことが有効である。コンソー

シアムでは、量子コンピューター技術をビジネスに適用

し、日本企業の競争力を迅速に高められる。またこれら

のコンソーシアムどうしが連携することで、未解明な量

子メカニズムの一要素が明らかになり、ビジネス応用や

アカデミックへのフィードバックが促進され、研究・開

発・商品化・ビジネスの一気通貫のフィードバックルー

プが機能する。これにより、海外の巨大資本の他社が先

行していても、日本企業群がそれを超えるものを生み出

す可能性を秘めており、かつての官民一体の護送船団方

式が新たな情報産業で稼働しようとしている。

　生成 AI はインターネット上のすべての情報を学習し、

一部のデータベース会社とライセンス契約を結び情報を

取り込んでいる。しかし、研究開発や製造現場に適応す

るには足りない情報が多く、個々の製造現場で発生する

データはクローズドな空間でしか共有されていないため、

一般的な生成 AI には学習データとして入っていない。ま

図 4　量子技術にかかわる日本のコミュニティの範囲

図 3　量子技術 +CPU+GPU +AI の世界特許俯瞰図

日本企業の研究開発力の源泉4

YEAR BOOK 2O25 209



た、検索エンジンのプロファイリングによるフィルター

バブルや、同じ情報源を持つコミュニティ内での情報が

反響し合うエコーチェンバーといった問題についても、

データの偏在性において問題視され始めている。商用の

検索エンジンは、自分が知っていることや関係するもの

だけが上位に来ることで、知りたい情報が偏るリスクが

ある。また、広告や SEO 対策されたコンテンツが混在し、

企業広告がいかにも正しいように紛れ込むリスクも存在

する。このため、独自の専門的な LLM を構築して使用

することが注目されているが、自分たちだけの情報で

LLM を作ると偏った情報しか得られないため、サイエン

スデータをベースにした LLM の構築とプラットフォー

ム化が重要である。計測機器メーカーや研究開発から生

み出された未活用のまま残る研究ノートといったデータ

をプラットフォーム化し、あるいは計測・測定機器メー

カーが、自社の機器から生み出すリアルデータそのもの

をサービスとするプラットフォームを構築することで、

偏りのない情報基盤を確立すれば、生成 AI の進化の隙間

をついた先行ビジネスとして成立する可能性がある。日

本は他国が行わないような長期間の基礎研究がもともと

得意であり、企業や公的研究期間の中には、失敗をも含

めた数々の研究メモが残されているはずだ。また、きめ

細やかな改良によるすり合わせ技術は、強く安定した混

合多品種生産のプロセスを生み出した。これらの現場に

転がる未活用の研究ナレッジとノウハウは、暗黙知とし

て現場の研究者やエンジニアリングスタッフと強く結び

ついている。これらの無形資産を有形資産化することに

より、企業のビジネス変革へと繋げることが期待される。

 

	

4.1　サイエンスデータ活用の
　　　LLMプラットフォーム
　日本には研究ノート、計測機器などから得られる未活

用の情報資産が残っている。現在普及している生成 AI

が研究開発に適応するには研究から派生する各種データ

が必要であり、製造現場から生み出されるログデータな

どの外部に出ない貴重なデータは生成 AI の学習データ

としては非常に有用であり、独自の専門的な LLM を構

築して自社活用することに期待が集まっている。独自の

LLM を構築することで専門的なデータを活用し、偏り

のない情報基盤を作ることは、特質を踏まえた国際戦略

の立案に資する。

　自分たちだけの情報で LLM を構築すると偏在した情

報しか確保されないため、外部データとの連携が必要で

ある。そこで、日本の多くの計測機器メーカーや研究

機関と協力し、サイエンスデータを共有するプラット

フォームの構築を推進する。計測機器メーカーや計測・

測定を行う機器を製造する会社が、そこから生み出され

る情報そのものをサービスとするプラットフォームを構

築し共有することで、世の中の発展に貢献し、大きなビ

ジネスチャンスを得ることが可能である。

4.2　データセンターと情報処理の最適化
　生成 AI には膨大なエネルギーが必要であり、多くの

企業がデータセンター構築を検討している。現在、イン

ターネット上には約 50 ゼタバイトの情報が流れてお

り、機械が生み出すデータが加わることで情報量は指数

関数的に増大すると考えられる。ただし、私たちユーザー

の利用形態の変化や、技術革新によりデータセンターの

必要な規模は変動する可能性がある。すなわち、エネル

ギー消費の将来的な増加と運用効率の不確実性が巨額な

データセンター建設のリスクとなる。現在のままの効率

や運用方法で推計すれば膨大なデータセンターが必要と

なるが、技術革新やデータの扱い方の変化により、そこ

まで大きなデータセンターが必要ではなくなる可能性も

ある。最先端技術を用いた効率的なデータセンター設計

を検討し、エネルギー使用量の削減計画を策定し、再生

可能エネルギーを使ったデータセンターや、人工光合成、

核融合といった効率的なエネルギー変換技術の活用も視

野に入れて、将来を見据える必要があるだろう。

	

　日本企業が国際競争力をとりもどすためには、既存の

ビジネスプロセスに Innovation を起こす必要がある。

図 5　AI はサイエンスデータが必要

高度情報人材の取り込みが
日本を変える5
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それには AI の積極的な業務プロセスへの適用が必要であ

る。職人や専門職に依存する職種や業種においては既存

の業務プロセスを踏襲し、AI 化の波に乗り遅れている感

がある。また、AI の取り込みを推進している組織におい

ても、業務プロセスはそのままに、人手による業務を単

純に機械に置き換えたプロセスのままでいることが散見

される。時間短縮やヒューマンエラーは削減できるかも

しれないが、革新的なサービスには至らない。スタート

アップや新興産業においては、従来のプロセスを見直し

た、あらたなサービスを展開しているケースがある。シェ

アリングエコノミーの代表格でもあるオンライン注文の

フードデリバリーサービスも、GPS や最適化アルゴリ

ズムなど様々な IT 技術が前提となって出現した業務プロ

セスである ( 表 1)。しかし、フードデリバリーそのもの

は、出前という名のもとに、江戸時代には存在していた

サービスである。Innovation と呼べる新たな業務プロセ

スやサービスを創出するには、さらにもう一段の組み合

わせが必要であろう。AI の進展と活用は私たちの生活や

社会に変革をもたらす可能性を秘めている。

　企業・組織は、グローバルな視点で高度な情報活用が

できる人材を採用し、AI 基盤の取り込みとキャッチアッ

プを行い、基礎研究など日本の強みを活かしたビジネス

へと変革が重要である。

　日本の IT 技術導入はシリコンバレーに比べ約 5 年遅

れている。日本国政府は AI 人材の育成に力を入れてい

るが、その進捗は芳しくない。とくに、AI の利用に力

をいれた教育や採用が極端に遅れている ( 表 2)。シリ

コンバレーではスタンフォード大学やバークレーといっ

た有名大学に世界中から優秀な人材が集まり、AI を当

たり前のように使いこなし、生成 AI を凌駕するような

新しい研究技術が試されている。日本国内では各企業と

もに AI に関して技術習得の遅れと人材不足が課題であ

り、先端技術の迅速な導入が求められている。そこで、

シリコンバレーの AI が得意な人材を日本に連れてくる、

または日本企業のためにシリコンバレーで一定期間活躍

してもらう機会を提供することで、日本の AI を活用し

たビジネス基盤を世界レベルに引き上げることが可能で

ある。自分たちですべてを学ぼうとするのではなく、先

端技術を身につけた若者をチームに引き込み、キャッチ

アップし、そこから独自性を出していくことが最もス

マートなやり方である。

　2050 年までの 25 年間は地球規模で大きな変革が

起きる。地球温暖化、人口増大といった誰にも止められ

表 1　企業・組織の既存業務プロセスへの AI の適用傾向

表 2　日本における AI 人材の採用と教育

おわりに6
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ない外部要因と、AI の進化に加えて、量子技術、核融

合などの実用化が予想されている。これらの技術革新の

時期と順序により、産業や社会へのインパクトのシナリ

オが大きく変わり、いずれかのシナリオが実現しても、

人類の歴史上において、もっとも急速な変化をもたらす

ことになる。そのとき、人類の脳のサイズと基本的な思

考方法だけはそれほど大きくは変化していないであろ

う。シンギュラリティーとは、人工知能が人類の叡智を

超えるとされる現象であるが、2040 年代に起きると

言われている。私たちは未来を楽しいものとして迎え入

れるか、恐れをもって衝突するかは、身近にあるデータ

を俯瞰して、客観的に思考して、あらゆるシナリオを想

定しておくかどうかにかかっているだろう。
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